様式5-1
企画提案書
（大阪市指定介護保険事業者に対する運営指導業務）
 (法人名：




)
	大阪市指定介護保険事業者に対する運営指導業務計画

	①　法人の基本方針・理念

	.
別添資料　【　有　・　無　】

	②　高齢者の保健・医療・福祉に関する実績

	別添資料　【　有　・　無　】


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加して差し支えありません。
※　印刷物(写しを含む)を添付・引用する場合は、出典を明記してください。
様式5-2
(法人名：




)

	③　運営指導業務の実施にあたっての基本方針

	本市の募集の趣旨を踏まえて、大阪市指定介護保険事業者に対する運営指導業務を実施していくための基本方針(事業の必要性、事業者育成、改善指導、虐待防止、高齢者の権利等)を記載してください。

別添資料　【　有　・　無　】


　※記入欄が不足する場合は適宜追加して差支えありません。
様式5-3
(法人名：




)
	④　業務の実施にあたっての具体的な手法

	本市の募集の趣旨を踏まえて、③の基本方針のもとで、大阪市指定介護保険事業者に対する運営指導業務をより効率的・効果的に実施するための具体的な手法について、以下の観点を踏まえて記載してください。
・３年間の委託件数を計画的に実施するための訪問スケジュール及び人員体制について
・運営指導後の結果通知原案に関し、業務成果物の正確性を確保するための作成方法や精査の体制について

・運営指導において、従事者の知識レベル・指導スキルの均一化を図るための仕組みについて 

・結果通知原案に対して、本市において内容に疑義が生じた場合における連携体制について

別添資料　【　有　・　無　】


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加して差し支えありません。
※　印刷物(写しを含む)を添付・引用する場合は、出典を明記してください。
様式5-4
(法人名：




)

	⑤-１　事例検討（指定訪問介護、第一号事業）

	　次のような模擬ケースについて、本市へどのように報告するか(別紙)運営指導改善状況報告書様式を使用して記載してください。
運営指導にて把握した情報（訪問介護・介護予防型訪問ｻｰﾋﾞｽ・生活援助型訪問ｻｰﾋﾞｽ）
※障がい福祉サービスの訪問系サービスを一体的に運営している
営業時間

月～金（９:00～18:00)

サービス提供時間

24時間・年中無休

人員基準

管理者１名（資格無し）、常勤のサービス提供責任者１名、常勤の訪問介護員２名。

運営基準

特に情報なし(苦情なし、事故報告0件)

設備基準

特に情報なし

加算算定状況

特定事業所加算（Ⅰ）、処遇改善加算(Ⅰ)

番号

運営指導で確認した状況

１

　管理者が障がい福祉サービス事業所の管理者と兼務していた。

２

　身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為に該当する事例が見受けられたが、緊急やむを得ない理由について、記録上確認できなかった。

３

　指定訪問介護と住宅型有料老人ホームを一体的に運営しており、住宅型有料老人ホームとしての勤務（予定）表のみ作成していた。

４

　サービス提供の記録の開始時間及び終了時間について、訪問介護計画どおりの時間が記載されていた。

５

　虐待の防止のための研修について、同法人が行う別事業所と一体的に行っていた。

６

　介護予防型訪問サービスについて、サービス提供責任者は、利用者の状態やサービスの提供状況等を毎月居宅介護支援事業所に報告していたが、モニタリングは毎月実施しておらず、３か月毎に実施しその結果を居宅介護支援事業所に報告していた。
７

　訪問介護計画に位置付けられていない訪問介護サービスを提供している事例が見受けられた。

８

通院介助を行った場合のサービス提供記録について、算定の根拠時間が不明確であった。

９

　特定事業所加算の算定について、個別研修計画が作成されておらず、概ね月に１回程度の会議も開催されていなかった。

１０

令和７年３月１日から８月31日までに、指定訪問介護の提供総数のうち、同一敷地内建物等に居住する利用者（指定訪問介護事業所における１月当たりの利用者が同一敷地内建物等に50人以上居住する建物に居住する利用者を除く）に提供されたものの占める割合が100分の90以上であり、90％以上に至ったことについて正当な理由はなかった。令和７年10月１日以降にこの同一敷地内建物等に居住する利用者に対して、指定訪問介護を行った場合に、１回につき所定単位数の100分の90に相当する単位数を算定している事例が見受けられた。



指導内容報告書
	項　目
	運営指導で確認した状況に対する指導内容
	指導内容にかかる根拠や考え方

	
	
	

	
	
	

	
	
	


◆記入にあたって◆
※前頁「運営指導で確認した状況」１～９のうち、改善を要する事項があれば、その番号を「項目」欄に記入してください。
※「運営指導で確認した状況に対する指導内容」欄には、「運営指導で確認した状況」を引用し、改善すべき内容とともに自由に記入してください。
※「指導内容にかかる根拠や考え方」欄には、指導に至った根拠法令や考えを記入してください。
※本帳票は、必要に応じて複写してください。
様式5-５
	⑤-２　事例検討（訪問看護、介護予防訪問看護）

	　次のような模擬ケースについて、本市へどのように報告するか(別紙)運営指導改善状況報告書様式を使用して記載してください。
運営指導にて把握した情報（訪問看護・介護予防訪問看護）

営業時間

月～金（９:00～18:00)

サービス提供時間

24時間・年中無休

人員基準

管理者１名（看護師）、常勤の訪問看護員２名。
常勤の理学療法士２名。

運営基準

特に情報なし(苦情なし、事故報告0件)

設備基準

特に情報なし

加算算定状況

緊急時訪問看護加算（Ⅰ）、特別管理加算（Ⅰ）

番号

運営指導で確認した状況
１

　看護師の配置について、常勤換算方法で2.5名以上確保できていなかった。

２

　管理者が頻繁にサービス提供を行っており、管理業務が適切に行えていなかった。

３

　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による訪問看護は、その訪問が看護業務の一環としてのリハビリテーションを中心としたものである場合に、看護職員の代わりに訪問させるという位置づけのものであるが、計画等の位置づけ上、看護業務の一環としてのリハビリテーションであることが確認出来なかった。

４

　感染症の業務継続計画及び感染症のまん延防止にかかる研修は実施されていたが、訓練が実施されていなかった。

５

　指定訪問看護のサービス提供にかかる主治医からの指示書の有効期間が切れていたが、指示内容について口頭で確認を行ってる事例が見受けられた。

６

　末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて、医療保険の給付対象とし、介護保険の訪問看護費は算定していなかった。

７

　初回加算の算定について、10/20に入院し、12/25に退院した利用者に対し、12/26からサービス提供を行ってため、初回加算を算定していた。

８

　緊急時訪問看護加算の算定について、重要事項説明書に記載している内容が不十分であり、別紙等文書による同意が確認出来なかった。
９

業務継続計画（感染症）は作成されていたが、業務継続計画（自然災害）は作成されておらず、業務継続計画未策定減算の算定をしていなかった。



指導内容報告書
	項　目
	運営指導で確認した状況に対する指導内容
	指導内容にかかる根拠や考え方

	
	
	

	
	
	

	
	
	


◆記入にあたって◆
※前頁「運営指導で確認した状況」１～８のうち、改善を要する事項があれば、その番号を「項目」欄に記入してください。
※「運営指導で確認した状況に対する指導内容」欄には、「運営指導で確認した状況」を引用し、改善すべき内容とともに自由に記入してください。
※「指導内容にかかる根拠や考え方」欄には、指導に至った根拠法令や考えを記入してください。
※本帳票は、必要に応じて複写してください。
様式5-６
	⑤-３　事例検討（福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与、特定福祉用具販売、介護予防特定福祉用具販売）

	　次のような模擬ケースについて、本市へどのように報告するか(別紙)運営指導改善状況報告書様式を使用して記載してください。
運営指導にて把握した情報（福祉用具貸与、介護予防福祉用具貸与、特定福祉用具販売、介護予防特定福祉用具販売）

営業時間

月～金（９:00～18:00)

サービス提供時間

月～金（９:00～18:00)

人員基準

福祉用具専門相談員２名（内、１名　管理者を兼務）

運営基準

特に情報なし(苦情なし、事故報告0件)

設備基準

特に情報なし

軽度者レンタルの状況

あり

番号

運営指導で確認した状況

１

福祉用具専門相談員が常勤換算方法で2.0名以上確保されていなかった。

２

　心身の状況等の把握（住環境の把握を含む）が、適切に行われていなかった。

３

　サービス提供記録が作成されていなかった。

４

　福祉用具貸与計画書及び特定福祉用具販売計画書が一体的に作成されていた。　

５

　福祉用具貸与、特定福祉用具販売のいずれにも該当する「対象福祉用具」について、いずれかを選択できることについての説明が不十分であった。

６

　軽度者に該当する利用者に対する（介護予防）福祉用具貸与について、居宅介護支援事業者から認定調査時にかかる基本調査結果等の確認できる文書を入手せず、当該利用者に対し、特殊寝台及び特殊寝台付属品を貸与していた。

７

　軽度者の福祉用具貸与にかかる福祉用具貸与理由書について、利用者の所管の区役所に提出していることを確認したが、福祉用具貸与の納品日が記録上不明確であった。

８

　個人情報の使用同意書について、複数の親族の連絡先を保管し、使用する状況にあったが、書面上、家族代表の１名からしか同意が得られていなかった。

９

高齢者虐待防止のための対策を検討する委員会が定期的に開催されておらず、高齢者虐待防止のための指針が整備されておらず、高齢者虐待防止のための研修も年１回以上実施されていなかった。また、高齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者も置かれていないが、高齢者虐待防止措置未実施減算の算定していなかった。



指導内容報告書
	項　目
	運営指導で確認した状況に対する指導内容
	指導内容にかかる根拠や考え方

	
	
	

	
	
	

	
	
	


◆記入にあたって◆
※前頁「運営指導で確認した状況」１～８のうち、改善を要する事項があれば、その番号を「項目」欄に記入してください。
※「運営指導で確認した状況に対する指導内容」欄には、「運営指導で確認した状況」を引用し、改善すべき内容とともに自由に記入してください。
※「指導内容にかかる根拠や考え方」欄には、指導に至った根拠法令や考えを記入してください。
※本帳票は、必要に応じて複写してください。
様式5-７
(法人名：




)
	⑥　付帯業務の提案

	　大阪市指定介護保険事業者に対する運営指導業務を円滑に進めるための提案を記載してください。介護保険給付適正化に向けて、運営指導以外の業務で運営指導と付帯して（必ずしも同時に行う必要はありません）行う業務等の提案を記入してください。現在、国や大阪市の制度として行っているケアプランチェック等の業務は除きます。
別添資料　【　有　・　無　】

	⑦　類似業務の実績

	　大阪市指定介護保険事業者に対する運営指導業務に類似する業務の実績があれば記載してください。(期間、委託元、受託業務の内容等)
別添資料　【　有　・　無　】


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加して差し支えありません。
※　印刷物(写しを含む)を添付・引用する場合は、出典を明記してください。
様式5-８の1
(法人名：




)

	⑧　事業の実施形態・職員配置

	従事者配置計画
（大阪市指定介護保険事業者に対する運営指導業務に従事する職員について記載してください。）

	ア．全体計画

	

	
	職種等
	配置予定数
	

	
	
	　　　　　　　　人（うち非常勤　　　　人）
	

	
	
	　　　　　　　　人（うち非常勤　　　　人）
	

	
	
	　　　　　　　　人（うち非常勤　　　　人）
	

	
	
	　　　　　　　　人（うち非常勤　　　　人）　　　　　　　　　　　　
	

	
	
	　　　　　　　　人（うち非常勤　　　　人）　　　　　　　　　　　　
	

	
	計
	　　　　　　　　人（うち非常勤　　　　人）　　　　　　　　　　　　
	

	　

	イ．従事者の勤務体制

	

	
	番号
	 職　種（年齢）
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	勤務時間
	

	
	1
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	：　　～　　：
	

	
	2
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	：　　～　　：
	

	
	３
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	：　　～　　：
	

	
	４
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	：　　～　　：
	

	
	５
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	：　　～　　：
	

	
	６
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	：　　～　　：
	

	
	７
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	：　　～　　：
	

	
	８
	

()
	常勤・非常勤
	専任・兼任
	：　　～　　：
	

	※大阪市指定介護保険事業者に対する運営指導業務に専ら従事する場合は「専任」、他の業務に
従事する場合は「兼任」としてください


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加して差し支えありません。
様式5-８の2
(法人名：




)
	従事者番号①

	年齢（R７.１２.１現在）
	　　　　　　歳

	職歴
	

	資格
	

	採用(予定)年月日
	

	備考
	


　※　備考欄に職員に関してアピールしたい点があれば記載してください。
　※　資格を有する場合、証明書(写し)を必ず添付してください。
	従事者番号②

	年齢（R７.１２.１現在）
	　　　　　　歳

	職歴
	

	資格
	

	採用(予定)年月日
	

	備考
	


	従事者番号③

	年齢（R７.１２.１現在）
	　　　　　　歳

	職歴
	

	資格
	

	採用(予定)年月日
	

	備考
	


様式5-８の3
(法人名：




)
	従事者番号④

	年齢（R７.１２.１現在）
	　　　　　　歳

	職歴
	

	資格
	

	採用(予定)年月日
	

	備考
	


	従事者番号⑤

	年齢（R７.１２.１現在）
	　　　　　　歳

	職歴
	

	資格
	

	採用(予定)年月日
	

	備考
	


	従事者番号⑥

	年齢（R７.１２.１現在）
	　　　　　　歳

	職歴
	

	資格
	

	採用(予定)年月日
	

	備考
	


様式5-８の4
(法人名：




)
	従事者番号⑦

	年齢（R７.１２.１現在）
	　　　　　　歳

	職歴
	

	資格
	

	採用(予定)年月日
	

	備考
	


	従事者番号⑧

	年齢（R７.１２.１現在）
	　　　　　　歳

	職歴
	

	資格
	

	採用(予定)年月日
	

	備考
	


	⑨　職員確保の方法と実効性

	　⑧に記載した職員の確保方法（確保できなかった場合の措置を含む）を具体的に記載してください。
別添資料　【　有　・　無　】


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加して差し支えありません。
様式５-９
(法人名：




)

	⑩　支援体制及び緊急時の体制

	　貴法人における現在の緊急時の対応や支援体制等を記載してください。（現地での日々の運営指導において、不測の事態やトラブルが起こった場合の連絡体制や対応などもあわせて記載してください。）
別添資料　【　有　・　無　】

	⑪　指導調査員への研修計画

	　指導調査員に対して、今後実施を予定する研修を記載してください。
別添資料　【　有　・　無　】


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加して差し支えありません。
※　印刷物(写しを含む)を添付・引用する場合は、出典を明記してください。
様式５-10
(法人名：




)

	⑫　運営指導マニュアルの整備

	　運営指導を行うにあたって、必要な事項をマニュアルとしてまとめ、別添資料として提出してください。
別添資料　【　有　】

	⑬　本市の施策との整合性

	　貴法人における現在の業務と本市の施策との整合性について自由に記載してください。
別添資料　【　有　・　無　】

	⑭　個人情報保護の取り組み

	貴法人における現在の個人情報の授受・運搬について、プライバシマークやISO等の認証、情報システムの状況等も含め記載してください。
別添資料　【　有　・　無　】


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加して差し支えありません。
※　印刷物(写しを含む)を添付・引用する場合は、出典を明記してください。
 様式５-11
(法人名：




)

	⑮　法律問題への対応能力

	　法律問題が発生した場合の貴法人における現在の具体的な対応体制等を記載してください。
別添資料　【　有　・　無　】

	⑯　人権侵害・虐待の防止

	　貴法人における現在の人権侵害や虐待の防止について、取り組みを記載してください。
別添資料　【　有　・　無　】


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加して差し支えありません。
※　印刷物(写しを含む)を添付・引用する場合は、出典を明記してください。
様式５-12
(法人名：




)

	⑰　苦情解決の取り組み

	　貴法人における現在の苦情解決の取り組みについて、記載してください。
別添資料　【　有　・　無　】

	⑱　環境への取り組み

	　貴法人における現在の環境への取り組みについて、記載してください。
別添資料　【　有　・　無　】


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加して差し支えありません。
※　印刷物(写しを含む)を添付・引用する場合は、出典を明記してください。
様式5－13
(法人名：




)

	⑲　提案見積と積算根拠

	令和８～10年度委託料額にかかる提案見積と積算根拠を記載してください。
※本帳票は、各年度ごとに作成してください。（不足分は複写してください）
※本積算は、評価の対象となりませんが、積算の妥当性を確認するために提出いただくものです。
なお、契約候補者に選定された場合、本帳票に記載する額が、業務委託料額（契約金額）となります。
　　　年度
●人件費

　　　管理責任者　　名　＠　　　　×　か月×　名＝　　　　　　円

　　　指導調査員　　名　＠　　　　×　か月×　名＝　　　　　　円

　社会保険料事業主負担分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　

●交通費　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　（内訳・根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

●事務所賃料　　　　　　　　　　　　　　　円
　（内訳・根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
●ＰＣ等機器リース・光熱水費等　　　　　　円

（内訳・根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
●机・ロッカー等　　　　　　　　　　　　　円
　（内訳・根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
●消耗品費　　　　　　　　　　　　　　　　円
（内訳・根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（内訳・根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（内訳・根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（内訳・根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
（内訳・根拠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計　　　　　　　　円×1.10（消費税）＝　　　　　　　円
別添資料　【　有　・　無　】


